
�愛媛県告示第９９６号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び川

之江市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する

。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

三木特種製紙株式会社

川之江市川之江町１５６番地

代表取締役 三木 輝久

２ 事業場の名称及び所在地

三木特種製紙株式会社

川之江市川之江町１５６番地

３ 特定施設に関する事項

� パルパー

発 行 愛 媛 県

印 刷 岡田印刷株式会社
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平成１４年５月１７日金曜日 第１３５６号

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号。以下「政令」という。）別
表第１第２３号 イ原料浸せき施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり８，６００キログラム

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ―

最大 ―

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ―

最大 ―

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ―

最大 ―

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０

備考 原料を含めてすべて次工程へ流送するため、本施設からの排水
は生じない。

毎週（火・金）曜日発行 第１３５６号 平成１４年５月１７日愛 媛 県 報

６０３



� ストックタンク

� ストックタンク

� ポーチャー

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２３号 イ原料浸せき施
設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり１，２００キログラム

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ―

最大 ―

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ―

最大 ―

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ―

最大 ―

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０

備考 原料を含めてすべて次工程へ流送するため、本施設からの排水
は生じない。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２３号 イ原料浸せき施
設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり６００キログラム×２基

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ―

最大 ―

る汚水等の

汚染状態の

値

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ―

最大 ―

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ―

最大 ―

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０

備考 原料を含めてすべて次工程へ流送するため、本施設からの排水
は生じない。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２３号 イ原料浸せき施
設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり４，３００キログラム×２基

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ―

最大 ―

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ―

最大 ―

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ―

最大 ―

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ―

最大 ―

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ０

備考 原料を含めてすべて次工程へ流送するため、本施設からの排水
は生じない。

愛 媛 県 報平成１４年５月１７日 第１３５６号
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	 丸網ヤンキー式抄紙機

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 凝集沈殿槽�１

� 凝集沈殿槽�２

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２３号 チ抄紙施設

特 定 施 設 の 能 力 １日当たり７，２００キログラム

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着工後２ヶ月

使用開始の予定年月日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．４～７．５

最大 ６．４～８．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １５０

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ３０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，３８２．３

最大 １，３８２．３

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ６．０～８．５

通常 ６．２～６．７

最大 ６．２～７．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８０．８

最大 ８４．６

通常 ４０．４

最大 ４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０３

最大 １８９

通常 ４２．９

最大 ５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．５

最大 ２８．０

通常 ９．５

最大 ２８．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．４

最大 ０．９

通常 ０．４

最大 ０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，２００

最大 ４，４００

通常 ４，２００

最大 ４，４００

設 置 年 月 日 昭和４６年１０月１日

処 理 施 設 の 種 類 高速凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿

処 理 施 設 の 構 造 鋼鉄製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径 １０メートル 高さ ６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７，０００立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 高速凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

設 置 年 月 日 昭和４９年１１月１日

処 理 施 設 の 種 類 高速凝集沈殿方式

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿

処 理 施 設 の 構 造 鋼鉄製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 直径 １０メートル 高さ ６メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり７，０００立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 高速凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．０～７．０

最大 ６．０～８．５

通常 ６．２～６．７

最大 ６．２～７．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８０．８

最大 ８４．６

通常 ４０．４

最大 ４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０３

最大 １８９

通常 ４２．９

最大 ５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．５

最大 ２８．０

通常 ９．５

最大 ２８．０

愛 媛 県 報平成１４年５月１７日 第１３５６号
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５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 排水口�１

� 排水口�２

�������
�愛媛県告示第９９７号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく

特定施設の設置の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県庁及び大

洲市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

丸磯建設株式会社

東京都品川区北品川三丁目６番７号

代表取締役社長 梅村 郁

２ 事業場の名称及び所在地

丸磯建設株式会社・株式会社竹内建設

四国横断自動車道黒木工事共同企業体

大洲市野佐来１６１－１

３ 特定施設に関する事項

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 沈殿槽

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．４

最大 ０．９

通常 ０．４

最大 ０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５，２５０

最大 ５，５５０

通常 ５，２５０

最大 ５，５５０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．２～６．７

最大 ６．２～７．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０．４

最大 ４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４２．９

最大 ５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ９．５

最大 ２８．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．４

最大 ０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９，４５０

最大 ９，９５０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．８

最大 ７．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４０

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５

最大 ５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２０

最大 ４０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ５

最大 １０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５．７

最大 ７．０

備考 この他に、雨水排水口が９箇所ある。

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令
第１８８号）別表第１第５５号 バッチャ
ープラント

特 定 施 設 の 能 力 １時間当たり２５立方メートル処理

設 置 年 月 日 平成１３年１２月１日

特定施設の使用時間間隔 断 続

特定施設の１日当たりの使
用時間 ４時間

特定施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，０００

最大 ５，０００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．０４

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ４

工事の着手予定年月日 許可後直ちに

工事の完成予定年月日 着手後、３０日

使用開始の予定年月日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理

処 理 施 設 の 型 式 沈殿槽

愛 媛 県 報平成１４年５月１７日 第１３５６号

６０６



� 濁水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

�������
�愛媛県告示第９９８号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第

１１０号。以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく

特定施設の構造等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に

規定する書面は、愛媛県庁及び川之江市役所において告示の

日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

三木特種製紙株式会社

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 ３メートル 横 ２メートル
高さ １メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり５立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 自然沈降

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，０００

最大 ５，０００

通常 ２００

最大 ５００

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．０４

最大 ０．１

通常 ０．０４

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２

最大 ４

通常 ２

最大 ４

備考 処理後の汚水等は、全量再利用する。

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．０～１２．０

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．０４

最大 ０．１

通常 ０．０４

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８０

最大 ５６０

通常 １８０

最大 ５６０

設 置 年 月 日 平成１３年１２月１日

処 理 施 設 の 種 類 物理処理＋化学処理

処 理 施 設 の 型 式 凝集沈殿＋ｐＨ調整

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦 １０メートル 横６．５メートル
高さ３．５２４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿＋ｐＨ調整

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使
用時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変
動の概要 無 し

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．０４

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １８０

最大 ５６０

愛 媛 県 報平成１４年５月１７日 第１３５６号

６０７



川之江市川之江町１５６番地

代表取締役 三木 輝久

２ 事業場の名称及び所在地

三木特種製紙株式会社

川之江市川之江町１５６番地

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第

１第２３号パルプ、紙又は紙加工品の製造業の用に供する施

設 イ、チ

４ 変更しようとする事項の内容

汚水等の処理の方法等の変更

５ 汚水等の処理施設に関する事項

� 凝集沈殿槽�１

� 凝集沈殿槽�２

６ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び

最大の値並びに汚水等の１日当たりの量

� 排水口�１

� 排水口�２
変更なし

� 排水口�６

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
８１．３
最大
８５．２

通常
４２．５
最大
５０．０

通常
８０．８
最大
８４．６

通常
４０．４
最大
４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１１１
最大
２０７

通常
４５．０
最大
６０．０

通常
１０３
最大
１８９

通常
４２．９
最大
５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１０
最大
３０

通常
１０
最大
３０

通常
９．５
最大
２８．０

通常
９．５
最大
２８．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常
０．５
最大
１．０

通常
０．５
最大
１．０

通常
０．４
最大
０．９

通常
０．４
最大
０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
４，０００
最大
４，２００

通常
４，０００
最大
４，２００

通常
４，２００
最大
４，４００

通常
４，２００
最大
４，４００

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
８１．３
最大
８５．２

通常
４２．５
最大
５０．０

通常
８０．８
最大
８４．６

通常
４０．４
最大
４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常
１１１
最大
２０７

通常
４５．０
最大
６０．０

通常
１０３
最大
１８９

通常
４２．９
最大
５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常
１０
最大
３０

通常
１０
最大
３０

通常
９．５
最大
２８．０

通常
９．５
最大
２８．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常
０．５
最大
１．０

通常
０．５
最大
１．０

通常
０．４
最大
０．９

通常
０．４
最大
０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５，０００
最大
５，３００

通常
５，０００
最大
５，３００

通常
５，２５０
最大
５，５５０

通常
５，２５０
最大
５，５５０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．２～６．７

最大 ６．２～７．２

通常 ６．２～６．７

最大 ６．２～７．２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４２．５

最大 ５０．０

通常 ４０．４

最大 ４７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ４５．０

最大 ６０．０

通常 ４２．９

最大 ５７．３

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １０

最大 ３０

通常 ９．５

最大 ２８．０

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．５

最大 １．０

通常 ０．４

最大 ０．９

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９，０００

最大 ９，５００

通常 ９，４５０

最大 ９，９５０

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ６．５～７．５

最大 ６．５～７．５

雨水排水口

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １未満

最大 １未満

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １未満

全窒素（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １未満

最大 １未満

全りん（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム
）

通常 ０．１未満

最大 ０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４５０

最大 ４５０

備考 この他に、雨水排水口が８箇所ある。
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�愛媛県告示第９９９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第

３項において準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに重信町役場において告示の日から４

月間縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有

する者は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工

労政課並びに重信町役場において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部商工流通課

�愛媛県告示第１０００号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の

概要は、次のとおりである。

当該意見は、愛媛県経済労働部商工流通課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から１

月間縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

大規模小売店舗の
名称

大規模小売店舗の
所在地

変更しようとする
事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジグラン重信・
ディックＥＸ重信

温泉郡重信町野田
三丁目１番地１３

大規模小売店舗に
おいて小売業を行
う者の名称

株式会社フジ、株式会社メデ
ィコ二十一、ダイキ株式会社

株式会社フジ、株式会社メデ
ィコ二十一、ダイキ株式会社
、株式会社ビューカンパニー
、株式会社キタムラ、株式会
社ワールド、株式会社ジーン
ズ・カジュアル・ダン、株式
会社ピクト、東京シャツ株式
会社、有限会社三和、メガネ
の田中チェーン株式会社、株
式会社つるや、北本幹雄、ア
イメディア株式会社、株式会
社ヒナヤ、株式会社丸三書店
、株式会社アージュ、株式会
社リオチェーン、有限会社三
栄、田中商事株式会社、株式
会社ヒロセクション、三協衣
料株式会社、株式会社ミモザ
、愛繊株式会社、株式会社モ
リエ、フーセンウサギ株式会
社、株式会社キッズウェイ、
株式会社たけうち、株式会社
和合、株式会社カワモト、有
限会社丸定商店、株式会社と
かげや、株式会社タカラブネ
、アイティービー株式会社、
株式会社ときわガーランド、
有限会社マキフーズ、有限会
社フードクリエート、株式会
社プラス・ワン西日本

平成１４年
３月２９日

平成１４年
５月１日

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所在地 法第８条第１項の規定により市町村から聴取した意見の概要

コープ束本 松山市束本一丁目５番地
５

・ごみの減量化及びリサイクルの推進に努めること。
・閉店後の駐車場の適正管理に努めること。

��������������
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�愛媛県告示第１００１号
国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第６条の３第２項に

規定する平成１４年度の事業計画及び調査成果のシステム化の

実施のための同年度における事業計画を次のとおり定めた。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１００２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、新居浜市庄内土地改良区から次のとおり役員が退任

した旨の届出があった。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１００３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定

により、新居浜市高柳土地改良区から次のとおり役員が退任

した旨の届出があった。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１００４号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備

事業・引野地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準

用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（ため池等整備事業・引野地区）計

画書の写し

� 今治市土地改良事業分担金等徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２０日から６月１４日まで

調査を行う
者 の 名 称 調 査 地 域 調 査 期 間 摘 要

宇 和 島 市 大字三浦の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
大字蕨 〃 〃
大字平浦 〃 〃
大座小池 〃 〃
大字小浜 〃 〃
大字坂下津の一
部

〃 〃

八 幡 浜 市 大字栗野浦の一
部

平成１５年３月３１日まで地籍調査

大谷口二丁目の
一部

〃 〃

広瀬三丁目の一
部

〃 〃

広瀬四丁目の一
部

〃 〃

古町二丁目の一
部

〃 〃

大字向灘の一部 〃 〃
大字八代一丁目
の一部・五反田
の一部・矢野町
の一部

〃 数値情報化

大 洲 市 藤縄の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
喜多山の一部 〃 〃
恋木の一部 〃 〃
柚木の一部・北
只・松尾・梅川
・横野・長谷・
北裏・稲積・野
佐来・黒木

〃 数値情報化

川 之 江 市 川之江町の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
数値情報化

伊予三島市 紙屋町・朝日 平成１５年３月３１日まで地籍調査
宮川の一部 〃 〃

北 条 市 北条市 平成１５年３月３１日まで数値情報化
新 宮 村 大字馬立の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
土 居 町 大字小富士の一

部
平成１５年３月３１日まで地籍調査

別 子 山 村 肉淵 平成１５年３月３１日まで地籍調査
芋野 〃 〃
小美野の一部 〃 〃
成の一部 〃 〃

丹 原 町 大字鞍瀬の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
大字明河の一部
・臼坂の一部・
鞍瀬の一部・楠
窪の一部・今井
・千原・池田・
願連寺・丹原・
久妙寺・古田・
川根・高松・得
能・高知・得能
出作・安用・田
野上方・北田野
・長野・田滝

〃 数値情報化

宮 窪 町 宮窪町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
重 信 町 大字山之内の一

部
平成１５年３月３１日まで地籍調査

川 内 町 大字河之内の一
部

平成１５年３月３１日まで地籍調査

大字松瀬川の一
部

〃 〃

大字則之内の一
部・河之内の一
部

〃 数値情報化

美 川 村 美川村 平成１５年３月３１日まで数値情報化

松 前 町 大字上高柳 平成１５年３月３１日まで地籍調査
大字恵久美 〃 〃

長 浜 町 大字今坊の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
数値情報化

内 子 町 大字内子の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査
数値情報化

三 崎 町 三崎町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
野 村 町 野村町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
広 見 町 広見町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
松 野 町 松野町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
津 島 町 大字高田の一部 平成１５年３月３１日まで地籍調査

大字近家の一部 〃 〃
大字高田の一部 〃 数値情報化

御 荘 町 御荘町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
一 本 松 町 一本松町 平成１５年３月３１日まで数値情報化
西 海 町 西海町 平成１５年３月３１日まで数値情報化

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 神 野 増 美 新居浜市庄内町六丁目３番２号

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 神 野 増 美 新居浜市庄内町六丁目３番２号
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３ 縦覧場所

今治市役所

�������
�愛媛県告示第１００５号
今治市から協議のあった市営土地改良事業（ため池等整備

事業・汁谷地区）の施行は、適当と認められるので、土地改

良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において準

用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類

を縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 市営土地改良事業（ため池等整備事業・汁谷地区）計

画書の写し

� 今治市土地改良事業分担金等徴収条例の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２０日から６月１４日まで

３ 縦覧場所

今治市役所

�������
�愛媛県告示第１００６号
波方町から協議のあった町営土地改良事業（農業用道路整

備事業・西窪地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（農業用道路整備事業・西窪地区）

計画書の写し

� 波方町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２０日から６月１４日まで

３ 縦覧場所

波方町役場

�������
�愛媛県告示第１００７号
波方町から協議のあった町営土地改良事業（ため池等整備

事業・用呂越地区）の施行は、適当と認められるので、土地

改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第５項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書

類を縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 町営土地改良事業（ため池等整備事業・用呂越地区）

計画書の写し

� 波方町営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例

の写し

２ 縦覧期間

平成１４年５月２０日から６月１４日まで

３ 縦覧場所

波方町役場

�������
�愛媛県告示第１００８号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第３０条第７項の規定

に基づき、普通肥料の検査の結果を次のとおり公表する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

平成１４年３月分

�������
�愛媛県告示第１００９号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第３０条第７項の規定

に基づき、特殊肥料の検査の結果を次のとおり公表する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

平成１４年３月分

�������
�愛媛県告示第１０１０号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６

年法律第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 解除予定保安林の所在場所

肥料の

種類等

保証票

添付者

肥料の

名称

検 査 の 概 要

備考分 析 検 査 保証
票の
検査

その
他の
検査項 目 指摘事項

米ぬか
油かす
及びそ
の粉末

カネミ
倉庫株
式会社

米ぬか
油かす
粉末

主成分
ＴＮ
ＴＰ
ＴＫ

魚かす
粉末

南海物
産株式
会社

ナンカ
イ魚粕
粉末７
６０

主成分
ＴＮ
ＴＰ

注１ これは、検査対象荷口全体の肥料の品質を代表し得るよう抽出し
た袋（ばら積みの場合にあっては、採取部位）から採取し、混合し
た試料１点について検査した結果である。
２ 分析検査項目についての指摘事項は、分析値と規格・基準値又は
表示値とを比較した結果である。
３ 主成分の略称は、次のとおりである。

略称 主 成 分 略称 主 成 分 略称 主 成 分

ＴＮ 窒素全量 ＴＰ りん酸全量 ＴＰ 加里全量

特殊肥料
の指定名

生産業者
、輸入業
者又は販
売業者

届 出 名
（商品名） 検査の結果 備 考

たい肥 えひめ南
農業協同
組合

鬼北牛ふん
堆肥

ＴＮ １．２７％
ＴＰ １．３３％
ＴＫ ２．９０％
Ｃ／Ｎ ３４．９
水分 ６０．５％

注 成分の略称は次のとおりである。

略称 成 分 略称 成 分 略称 成 分

ＴＮ
Ｃ／Ｎ

窒素全量
炭素窒素比

ＴＰ
水分

りん酸全量
水分含有量

ＴＫ 加里全量
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西宇和郡伊方町豊之浦字ヨコミチ８７０の２、８７０の３

２ 保安林として指定された目的

魚つき

３ 解除の理由

指定理由の消滅

�愛媛県告示第１０１１号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局久万土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０１４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

随意契約に係る特定役
務の名称及び数量

契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏名
及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

平成１４年度土木設計積
算システム保守管理業
務 一式

愛媛県土木部土木
管理課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成１４年４月１日
財団法人日本建設情報総
合センター
東京都港区赤坂七丁目１０
番地２０号

３９，６９０，０００円
地方公共団体の物品等又は特定役務の
調達手続の特例を定める政令（平成７
年政令第３７２号）第１０条第１項第１号
の規定による。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３８０号
上浮穴郡久万町大字露峰甲１８５５番１地先から

同大字乙３１３番１４地先まで
（ただし、関係図面に示すとおり）

旧 １２．４～６９．４ ０．１８５

新
１２．４～６９．４
７．０～５７．５
１．５～９．０

０．１８５
０．２４６
０．０７９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３８０号
上浮穴郡久万町大字露峰甲１８５５番１地先から

同大字乙３１３番１４地先まで
（ただし、関係図面に示すとおり）

平成１４年５月１７日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

八局大土（開）第９９５号

平成１４年４月３０日

喜多郡長浜町大字仁久字目当場甲４番１、甲４番３、甲４番４、甲
４番５、甲５番１、甲５番２、甲６番及び甲７番１
喜多郡長浜町大字長浜字中洲力甲６番
喜多郡長浜町大字長浜字江湖甲１９番８及び甲１９番５６

喜多郡長浜町大字長浜甲４８０番地３
長浜町長 西 田 洋 一

西局建（開）第３号

平成１４年４月２５日
西条市大町字岸陰７７番８、７７番１１、７７番１４及び７７番１６

西条市飯岡２７１０番地の３
原 田 正 臣

西局建（開）第４号

平成１４年４月３０日

西条市氷見字大黒新田甲４７４番の２、甲４７４番の３、甲４７４番の４及
び甲４７４番６

西条市氷見甲４５４番地
丹 昌 照
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 入札に付する事項

� 件名

愛媛県文書管理・電子決裁システム開発業務の委託

� 委託業務名及び数量

愛媛県文書管理・電子決裁システム開発業務一式

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書による。

� 納入期限

平成１５年３月３１日

	 納入場所

愛媛県庁


 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パーセントに相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を

切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので

、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約金

額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成１４

年度及び平成１５年度の製造の請負等に係る一般競争入札に

参加する資格を有すると認められた業者で、次の事項に該

当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の

４の規定に該当しない者であること。

� この公告に示した役務と類似の役務（国又は地方公共

団体における文書管理・電子決裁事務関連システムの開

発をいう。）を提供した実績を有すること又は既存のパ

ッケージソフトの使用によりこの公告に示した役務を提

供できることを証明した者であること。

� 納入期限までに確実に納入できる体制が整備されてい

ることを証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う指名停止の期間中にな

い者であること。

	 修理、点検、保守その他アフターサービスを長期にわ

たり円滑に実施できる者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の

交付場所及び問い合わせ先

愛媛県総務部行政私学課電子申請推進係

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９４１―２１１１ 内線 ２７４２

� 入札書の受領期限

平成１４年６月２７日（木）午後２時

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成１４年６月２７日（木）午後２時

愛媛県庁第二別館５階第５会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５

条から第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、封印した入

札書に、この公告に示した役務を調達できることを説明

する書類を添付して、入札書の受領期限までに提出しな

ければならない。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入

札者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書は、無効とする。

	 契約書作成の要否

要


 落札者の決定方法

この公告に示した役務を調達できると知事が判断した

入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づ

いて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary
� Nature and quantity of the service to be

松局伊土検（開）第５号

平成１４年４月２５日
伊予郡松前町大字昌農内字拂川６７３番３

伊予郡松前町大字北黒田２１９番地２
米 澤 亨

松局伊土検（開）第６号

平成１４年４月３０日
伊予郡松前町大字東古泉字四ツ黒１１５番１の１及び１１５番１の２

伊予郡松前町大字北黒田８３１番地１
三 好 洋 一

松局伊土検（開）第７号

平成１４年４月３０日
伊予郡松前町大字中川原字新開１７５番

松山市西石井一丁目５番１５号
頼 本 多 喜 子

公 告
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rendered： Development of Software for Document
Management and the Online Decisionmaking of the
Organization，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，２７ June２００２
� For further information，please contact：
Electronic Application Promotion，Administrative
Affairs and Private Education Division，General
Affairs Department，Ehime Prefectural Government，
４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime７９０―８５７０ Japan
TEL０８９―９４１―２１１１ Ext２７４２

�������
�公 告

毒物劇物取扱者試験の実施について

愛媛県毒物劇物取扱者試験規則（昭和２６年愛媛県規則第２６

号）第４条第１項の規定により、平成１４年毒物劇物取扱者試

験を次のとおり実施する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１４年８月６日（火）午前１０時

２ 試験の場所

松山市末広町１１番地１

愛媛県立松山南高等学校

３ 受験願書の提出期間

平成１４年６月１７日（月）から２１日（金）まで。ただし、

郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受け付

ける。

４ 受験願書の請求先及び提出先

請求先 保健所（松山市の区域にあつては、松山中央保健

所。以下同じ。）又は愛媛県保健福祉部薬務衛生課

提出先 県内に居住する者は、住所地を管轄する保健所、

県外に居住する者は、愛媛県保健福祉部薬務衛生課

�������
�公 告

調理師試験の実施について

調理師法（昭和３３年法律第１４７号）第３条の２第１項の規

定による平成１４年度調理師試験を次のとおり実施する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１４年８月２７日（火）１３時３０分

２ 試験の場所

松山市真砂町１番地 愛媛県立松山工業高等学校

３ 受験願書の提出期間

平成１４年７月１日（月）から７月１２日（金）まで。ただ

し、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外

居住者については愛媛県保健福祉部薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�公 告

製菓衛生師試験の施行について

製菓衛生師法（昭和４１年法律第１１５号）第４条第１項の規

定による平成１４年度製菓衛生師試験を次のとおり施行する。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 試験の日時

平成１４年７月１８日（木）１３時００分

２ 試験の場所

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県庁

３ 受験願書の提出期間

平成１４年６月１０日（月）から６月２１日（金）まで。ただ

し、郵送による場合は、同日までの消印のあるものは、受

け付ける。

４ 受験願書の提出先

県内居住者については住所地を管轄する保健所と、県外

居住者については愛媛県保健福祉部薬務衛生課とする。

５ その他

受験についての必要事項は、受験票により指示する。

�������
�公 告

次のとおり土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第１１条第

１項ただし書に規定する通知があった。

平成１４年５月１７日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 起業者の名称

日本道路公団

２ 事業の種類

高速自動車国道四国横断自動車道建設工事

３ 立ち入ろうとする土地の区域

北宇和郡三間町大字是能、大字務田、大字曽根、大字成

家及び大字則地内

宇和島市高串字馬根、字丁田、字ヨセオフ、字ニレノ木

、字屋敷田、字コモノクボ、字中窪、字漆ヶ窪、字家藤、

字琴ノ川、字岡ノ前、字河舞、字金山、字河前、字木瓜谷

、字黒岩及び字寄防藪、伊吹町字小倉、光満字鳥越、字日

待田、字木ノ元、字櫛挽、字下中畑、字中畑、字上中畑、

字アイガ谷、字カイケ谷、字五百、字七百、字ソウカレ、

字ソヲカレ、字ヒビノキ、字ヒビノ木、字エノキヲ、字榎

尾、字大川内、字山ノ下、字紙漉、字メクラ谷、字蕨川、

字トリコヘ、字大阪、字イモシ、字クシヒキ、字カミ中畑

、字アイカ谷、字大河内及び字カミスキ地内

北宇和郡吉田町立間字ツカノクチ、字田島、字ツガノ口

、字ツガノクチ、字大川内山及び字大明神地内

東宇和郡宇和町大字下川、大字皆田及び大字稲生地内

４ 立ち入ろうとする期間

平成１４年６月１日から平成１５年３月３１日

�愛媛県監査委員告示第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３２第１項の

規定による協議が調ったので、同条第２項の規定に基づき次

監査委員告示
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のとおり告示する。

平成１４年５月１７日

愛媛県監査委員 小 川 一 雄

同 達 川 光 作

同 横 田 弘 之

同 井 上 和 久

�愛媛県人事委員会規則１３－１３６
管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次

のように定める。

平成１４年５月１７日

愛媛県人事委員会

委員長 稲 瀬 道 和

管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３

－１６）の一部を次のように改正する。

別表知事部局の部本庁の項職の欄中「部付（派遣職員が有

するものを除く。）」、「しまなみ海道振興監」及び「新事

業支援監」を削り、「室長 高速道路課長」を「室長」に改

め、「課付（派遣職員が有するものを除く。）」を削り、「

職員係、」を「人事係、」に改め、「工事検査専門員 換地

指導専門員」及び「用地補償審査専門員 高速道路課長補佐

」を削り、「職員係長」を「人事係長」に、「福利厚生係長

」を「福利健康係長」に、「職員係が」を「人事係、組織定

員係及び福利健康係が」に改め、同部出先機関の項地方局本

局の目同欄中「主席工事検査専門員」を削り、「課付 工事

検査専門員」を「市町村振興・合併推進班長 納税班長」に

改め、同項地方局出張所の目を削り、同項地方局中山川ダム

建設事務所の目同欄中「課長」を削り、同項地方局中央保健

所の目同欄中「課長補佐」の下に「技術課長補佐」を加え、

同項地方局保健所の目同欄中「課長」の下に「技術課長補佐

」を加え、同項地方局中央地域農業改良普及センターの目同

欄及び同項地方局地域農業改良普及センターの目同欄中「蚕

業指導専門員」を削り、同項研修所の目同欄中「室長 研究

員」を「課長」に改め、同項愛媛整肢療護園の目同欄中「総

婦長」を「総看護長」に改め、同項医療技術短期大学の目の

次に次のように加える。

食肉衛生検査センター 所長 課長 支所長

別表知事部局の部出先機関の項衛生環境研究所の目職の欄

中「分室長」を削り、同項林業試験場の目を次のように改め

る。

林業技術センター 所長 研究指導室長 課長

別表知事部局の部出先機関の項緑化センターの目を削る。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会告示第１２号
次の遊技機の型式は、技術上の規格に適合していると認めるので、遊技機の認定及び型式の検定等に関する規則（昭和６０年

国家公安委員会規則第４号）第９条第１項の規定に基づき、公示する。

平成１４年５月１７日

愛媛県公安委員会委員長 宮 本 一 成

包括外部監査人眞鍋清 の 監 査 の
事 務 を 補 助 す る 者

監 査 の 事 務 を

補助できる期間氏 名 住 所

北 田 隆 松山市桑原四丁目９番３号 平成１４年５月１７日から
平成１５年３月３１日まで

宮 内 幹 太
松山市紅葉町２番１７号 ラ
イオンズガーデン松山紅葉
町１００６

平成１４年５月１７日から
平成１５年３月３１日まで

大 石 孝 光 松山市道後一万３の１ サ
ンインテグラル道後５０３

平成１４年５月１７日から
平成１５年３月３１日まで

酒 井 清 兵庫県川西市美山台一丁目
１番地４４

平成１４年５月１７日から
平成１５年３月３１日まで

宗 和 暢 之
大阪府大阪市東淀川区下新
庄四丁目１８の２４ エル・カ
ステリオ３０１

平成１４年５月１７日から
平成１５年３月３１日まで

人事委員会規則

公安委員会告示

遊技機

の種類

遊技機

の区分
型 式 の 名 称 製造業者名

申 請 者 検定

番号

検定の有

効期間
氏名（法人にあっては、名
称及び代表者の氏名）

住所（法人にあっては、主
たる事務所の所在地）

ぱちんこ
遊技機 第１種 ＣＲフィーバーバイキ

ングＧＸ 株式会社三共 株 式 会 社 三 共
（毒島 秀行）

群馬県桐生市境野町六丁目４６
０番地 ６０７４

愛媛県公安委
員会告示の日
から３年間

〃 ＣＲフィーバーエジプ
シャンＳＰ 〃 〃 〃 ６０７５

〃 ＣＲ演歌道 タイヨーエレック
株式会社

タイヨーエレック株式会社
（濱岡 洋平）

愛知県名古屋市西区見寄町１２
５番地 ６０７８

〃 ＣＲ火事場のロボぢか
ら 〃 〃 〃 ６０７９

第２種 プッチモンＥＸ 株式会社大一商会 株 式 会 社 大 一 商 会
（市原 茂）

愛知県名古屋市中村区鴨付町
一丁目２２番地 ６０８０

第１種 ＣＲポクポク坊主Ｘ 株式会社メーシー
販売

株 式 会 社 メ ー シ ー 販 売
（別所 直鋼）

沖縄県宜野湾市真志喜二丁目
１３番１０号 ６０８３

愛 媛 県 報平成１４年５月１７日 第１３５６号
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�任免辞令
５月１日

鈴 木 愛

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

八幡浜地方局勤務を命ずる

三 好 梨 絵

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

八幡浜地方局勤務を命ずる

大 仲 絵 美

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

八幡浜地方局勤務を命ずる

� 本 久美子

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

宇和島地方局勤務を命ずる

河 本 美 子

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

宇和島地方局勤務を命ずる

�������
�公営企業任免辞令

４月３０日

愛媛県技術吏員 中 川 浩 次

願により本職を免ずる

退職手当は支給しない（愛媛県職員退職手当条例第１４条）

５月１日

森 出 直 子

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（一）２級を命ずる

県立中央病院産婦人科医長を命ずる

峰 雪 浩 続

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（二）１級を命ずる

技師を命ずる

県立中央病院勤務を命ずる

（県立中央病院） 加 藤 郁 江

（同 ） 新 田 千 明

（同 ） 北 川 真理子

（同 ） 森 佳 織

（同 ） 神 野 宏 実

（同 ） 大 塚 由 美

（同 ） 東 志 帆

（同 ） 佐 海 美 佳

（同 ） 居 村 葉 月

（同 ） 兵 頭 ま り

（同 ） 岡 崎 恵

（同 ） 黒 澤 恵梨子

（同 ） 松 本 香 織

（同 ） 久保田 舞

〃 ＣＲ釣りっ娘るあちゃ
ん 〃 〃 〃 ６０８４

〃 ＣＲメイドインジャパ
ン楽１ 豊丸産業株式会社 豊 丸 産 業 株 式 会 社

（永野 裕豊）
愛知県名古屋市中村区長戸井
町三丁目１２番地 ６０８５

〃 ＣＲメイドインジャパ
ン極２ 〃 〃 〃 ６０８６

〃 ＣＲ新春一番Ｓ 株式会社ソフィア 株 式 会 社 ソ フ ィ ア
（井置 定男）

群馬県桐生市境野町七丁目２０
１番地 ６０８９

〃 ＣＲ踊れ大酋長 〃 〃 〃 ６０９０

〃 新春一番ＳＶ 〃 〃 〃 ６０９１

回胴式遊
技機 回胴式 クイック 株式会社ネット 株 式 会 社 ネ ッ ト

（国本 幸司）
大阪府堺市旭ヶ丘北町一丁４
番５号 ６０７６

〃 サプライズ 〃 〃 〃 ６０７７

〃 ゴールドアンドシルバ
ー 株式会社北電子 株 式 会 社 北 電 子

（小林 昭子）
東京都豊島区西池袋一丁目７
番７号 ６０８１

〃 ケイワンレバンナ 株式会社エレコ 株 式 会 社 エ レ コ
（福田 貞夫）

東京都江東区有明三丁目１番
地２５ ６０８２

〃 ムーンライト 高砂電器産業株式
会社

高 砂 電 器 産 業 株 式 会 社
（石井 治夫）

大阪府大阪市中央区南船場二
丁目９番１４号 ６０８７

〃 ゾロメ３３－３０ 〃 〃 〃 ６０８８

任 免 辞 令
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（同 ） 清 家 祥 枝

（同 ） 西 本 久美子

（同 ） 曽我部 由 香

（同 ） 土 居 瞳

（同 ） 渡 部 美 佳

（同 ） 堤 由香里

（同 ） 中 家 綾 香

（同 ） 松 岡 美 記

（同 ） 武 田 美 穂

（同 ） 河 野 千 紘

（同 ） 森 川 洋 子

（同 ） 小 櫻 千 鶴

（同 ） 山 田 恵 美

（同 ） 渡 � 暁 子

（同 ） 宮 崎 恵

（同 ） 黒 田 恵

（同 ） � 橋 愛 里

（同 ） 井 上 愛

（同 ） 白 川 加奈子

（同 ） 原 由喜江

（同 ） 近 藤 里 衣

（同 ） 二 宮 和 恵

（同 ） � 石 愛

（同 ） 曽 我 久美子

（同 ） 佐々木 由 美

（同 ） 長 谷 宏 美

（同 ） 越 智 美 穂

（同 ） 今 泉 彩

（同 ） 泉 原 麻 希

（同 ） 高 山 留 美

（同 ） 平 井 里 沙

（同 ） 武 智 由 紀

（同 ） 酒 井 香奈美

（同 ） 岡 田 奈緒美

（県立今治病院） 今 井 幹 也

（同 ） 西 森 美 子

（同 ） 白 潟 直 美

（同 ） 鵜久森 優 貴

（同 ） 玉 井 由 紀

（同 ） 荻 原 直 子

（同 ） 西 谷 恵

（同 ） 藤 岡 みのり

（同 ） 池 内 尚 子

（同 ） 田 中 麻 弥

（同 ） 山 内 桃 子

（同 ） 岡 田 雅 美

（同 ） 太 田 瞳

（同 ） 久 田 亜 依

（同 ） 中 田 麻 美

（同 ） 三 宅 香 織

（同 ） 榮 代 由 伊

（県立伊予三島病院） 竹 田 直 弘

（同 ） 宇都宮 志 乃

（同 ） 阿 部 素 子

（同 ） 合 田 知恵子

（県立南宇和病院） 井 上 華 奈

（同 ） 幸 田 陽 司

（同 ） 井 上 久美子

（同 ） 栗 原 亜希子

（同 ） 中 井 志 保

（同 ） 松 本 法 子

（同 ） 伊 藤 恵 美

（同 ） 佐 藤 裕 子

（同 ） 阿 寄 理恵子

（県立北宇和病院） 相 田 剛

（同 ） 兵 頭 知 恵

（同 ） 大 岩 由 佳

（県立新居浜病院） 光 沖 恵

（同 ） 横 川 由祐子

（同 ） 森 山 明 子

（同 ） 熊 井 美 紀

（同 ） �須賀 幸 子

（同 ） 鶴 田 顕 子

（同 ） 武 田 朋 子

（同 ） 芳之内 七 帆

（同 ） 篠 藤 倫 子

愛媛県技術吏員に任命する

医療職（三）２級を命ずる

技師を命ずる

（頭書）勤務を命ずる（各通）
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